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民需 代理店 官公需 外需
製造業 非製造業

船舶・電力除く 船舶・電力除く

前期比 前期比 前期比 前期比 前期比 前期比

2013 1-3月 ▲ 0.3 ▲ 1.0 ▲ 2.9 10.6 1.4 8.0
4-6月 6.4 5.5 10.6 ▲ 8.4 18.1 3.2

7-9月 4.8 8.1 ▲ 0.2 7.7 8.8 10.7
10‐12月 1.9 2.0 4.9 6.7 ▲ 11.5 ▲ 4.4

2014 1-3月 4.2 3.9 ▲ 1.0 ▲ 7.9 ▲ 11.5 6.5

4-6月 ▲ 10.4 ▲ 8.5 ▲ 6.7 7.2 30.3 42.2
7‐9月期（見） 2.9 ▲ 0.5 2.2 ▲ 1.1 ▲ 14.2 ▲ 28.3

2014 1月 8.1 4.9 6.1 3.2 ▲ 7.6 3.7

2月 ▲ 4.6 ▲ 4.6 ▲ 5.1 ▲ 6.5 4.4 2.3

3月 19.1 23.7 8.5 ▲ 22.0 ▲ 18.5 3.2

4月 ▲ 9.1 ▲ 9.4 0.9 27.3 40.5 71.3

5月 ▲ 19.5 ▲ 18.6 ▲ 17.8 2.2 22.4 ▲ 45.9

6月 8.8 6.7 4.0 3.1 ▲ 24.0 62.8

7月 3.5 20.3 ▲ 4.3 2.3 9.3 ▲ 42.6

(出所）　内閣府「機械受注統計」。2014年7－9月期は内閣府見通し。  
 

○ 持ち直しつつあるものの、ペースは緩やか 

2014年７月の機械受注（船舶電力除く民需）は前月比＋3.5％（コンセンサス：同＋4.0％、レンジ：同▲

1.0％～＋11.5％）となった。２ヶ月連続の増加だが、４、５月の大幅減少を踏まえれば、持ち直しペース

は緩やかなものに留まっている。 

需要者別にみると、製造業は前月比＋20.3％と２ヶ月連続で増加した。大型案件のあった化学工業（同＋

185.8％）が増加を牽引した。また、石油製品・石炭製品（同＋223.4％）や一般機械（同＋21.3％）が高い

伸びとなったことも製造業の受注増加を下支えした。製造業は15業種中11業種が増加となる堅調な内容だっ

た。非製造業（船電除く）は同▲4.3％と減少し、５月の大幅減少後底ばいの推移に留まっている。建設業

（同▲12.4％）やリース業（同▲27.5％）で大幅減少となった。 

なお、７－９月期の内閣府見通し（前期比＋2.9％）は、８・９月がそれぞれ前月比＋1.5％、７－９月期

の前期比プラスはそれぞれ前月比▲1.4％で達成可能となる。内閣府見通しを達成できる可能性は十分ある

だろう。もっとも、４－６月期に前期比▲10.4％と大幅減少したことに鑑みれば、仮に内閣府見通しを達成

したとしても、特段強いわけではないことに注意が必要である。 

 

○ 外需は大幅減少も均してみれば水準は高い 

 資本財輸出の先行指標である外需は前月比▲42.6％の減少となった。外需は４月同＋71.3％、５月同▲

45.9％、６月＋62.8％と、このところ振れの大きい推移となっており実勢がつかみにくいが、均してみれば

水準は高い。官公需は前月比＋9.3％と増加し、４月の大幅増加以降堅調な推移となっている。14年２月に

策定された経済対策による公共投資の増加が影響しているものとみられる。代理店は同＋2.3％と４ヶ月連
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続の増加となった。３月の大幅減少以降は増加基調で推移しており、減少前の水準を取り戻している。 

 

○ 先行きの設備投資は増加に転じる見込み 

14年４－６月期ＧＤＰ速報において、設備投資は前期比▲5.1％の減少となったが、先行きの設備投資は

増加傾向での推移を見込んでいる。４－６月期の減少は、１－３月期にソフトウェアのサポート切れに伴う

更新需要が集中したことや一部の中小企業で駆け込みが発生したことに伴う反動減が生じたものと考えられ、

今後こうした反動減の影響は解消されていくだろう。また、日銀短観（６月調査）では、設備過剰感が解消

されつつあることが確認されたことに加え、2014年度の設備投資計画の結果も良好であり、先行きの設備投

資増加を示唆している。設備投資の先行指標である機械受注が上向きつつあることも踏まえれば、先行きの

設備投資は増加に転じるものとみている。 

 

550

650

750

850

950

1050

08 09 10 11 12 13 14

機械受注

船舶・電力除く民需（季調値）

月次

3ヵ月移動平均

（10億円）

 
200

250

300

350

400

450

500

550

600

08 09 10 11 12 13 14

製造業（季調値）

月次

3ヵ月移動平均

（10億円）

 

350

400

450

500

550

600

08 09 10 11 12 13 14

船舶電力除く非製造業（季調値）

月次

3ヵ月移動平均

（10億円）

 
200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

08 09 10 11 12 13 14

外需（季調値）

月次

3ヵ月移動平均

（10億円）

 
（出所）内閣府「機械受注統計調査」 

 


